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夏季における年次有給休暇の取得促進について
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平素より 厚生労働行政の運営につきまして、格別のご理解とご協力を賜り、

厚く御礼申し上げます。

さて、年次有給休暇の取得率につきましては、平成 12年以降、 5害Ijを下回っ

ていましたが、平成 29年 51.1 %と 18年ぶりに 5割を超えたところです。しか

しながら、依然として政府目標である 70%とは、大きな君離があります。

年次有給休暇の取得促進については、 「ニッポン一億総活躍プランJ(平成28

年 6月 2日閣議決定)において「企業における労使一体での年次有給休暇の取

得向上Jが掲げられ、また、「明日の日本を支える観光ビジョンJ(平成28年 3

月30日閣議決定)において、「観光先進国Jに向けて、働き方・休み方改革を推

進し、年次有給休暇の取得を一層促進させることとされています。

このため、厚生労働省では、年次有給休暇取得促進期間 (10月)に加え、年

次有給休暇を取得しやすい時季を捉えその環境整備を進めており、夏季におけ

る社会的な機運の醸成を図るため、ポスター及びリーフレットを活用した広報、

全国主要駅や高速道路のサービスエリア等(計705か所)へのポスターの掲示等

を行っていくこととしております。

今般、同封のポスター及びリーフレッ卜を作成しましたので、ポスターの掲

示、リーフレットの配布、広報誌への掲載等により、傘下企業等への周知にご

協力のほどお願いいたします。

なお、ポスター及びリーフレットの追加配布を希望される場合には、下記担

当者までご一報くださいますようお願いいたします。

(担当)

厚生労働省雇用環境・均等局職業生活両立課

働き方・休み方改善係 (03-5253-1111(内線 7915))

松本 (matsumoto-kazuyuki@mh1w.go. jp) 

川野達 (kawanobe-misato@mhlw.go. jp) 



今年から、あなたの会社にも「ゅう活Jを取り入れませんか。
「ゅう活Jとは、日照時間が長い夏は早くから働き、その分早めに仕事を

終えて、まだ明るい夕方の時間を有効に活用しようとする取組です。

「朝型勤務Jや「フレックスタイム制Jなどの導入が効果的です二

ゅう活の取組を通じて、業務の効率化が図られ、長時間労働が抑制

されるなど、企業にも様々なメリッ卜があります二

。 厚生労働省 |都道府県労働局 |労働基準監督署

。働き方・休み方改善ボータルサイト https:llwork-holiday.mhlw.go.jp/ 

都 岳市、担方を楽 し<;)f-1)， Jテ...ム

一 九一・ v 単曹、J -，一. _o ~ .J・ 〓F、回
、'!1 :-_Jl~" "'1.-'"=・‘ 守

国軍伊回
一一噂!手話組
一回帰百四噂

(ゅう活について)
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労使一体となって計画的に

年次有給休暇を取得しよう

-労働基準法が改正され、年5日間の年次有給休暇を確実に取得させることが I 

必要となりました。年次有給休暇の計画的付与制度を導入しましょう。 I 

「年次有給休暇の計画的付与制度J(以下「計画的付与制度」という。)とは、年次有給休暇の付与日数のうち

5日を除いた残りの日数について、労使協定を結べば、計画的に休暇取得日を割り振ることができる制度です。

労働基準法が改正され、平成31年4月より、使用者は、法定の年次有給休暇付与日数が10日以上の全ての

労働者に対し、毎年5日問、年次有給休暇を確実に取得させることが必要となりました。なお、下記の時間単位の

年次有給休暇の取得分については、確実な取得が必要な5日聞から差し引くことはできません。

計画的付与制度を導入することは、年次有給休暇の取得を推進するとともに、労働基準法を遵守する観点、からも

重要となります。

1 )導入例

例えば、 2019年の夏季休暇に

導入すると?

年次有給休暇を土日、夏季休暇と

組み合わせて、連続休暇に。

土日の休日や夏季休暇に計画的付与の年次有給休暇を組み合わせて

大型連休にすることができます。また、 : :点囲みのような日に年次有給休

暇をさらに組み合わせること(プラスワン休暇)も可能です。
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2)回数付与日数から5日を除いた残りの日数を計画的付与の対象にできます。

⑫ 年次有給休暇の付与回数が10日の労働者

-・・同~:薄強調・・町彊・・

⑫ 年次有給休日慢の付与回数が20日の労働者

事業主が計画的に付与できる 労働者が自由lζ取得できる

1 i_lej冒歯菌謡盈髭主FJL 1 5日 1 
労働者が自由に取得できる事業主が計画的iこ付与できる

。前年度取得されずに次年度に繰り越された日数がある場合には、繰り越し分を含めた付与日数から 5日を引いた日数を計画的付与の対象とすることができます。

3)活用方法企業 、事業場の実態に合わせたさまざまな付与の方法があります 。

方式

一斉付与方式

交替制付与方式

年次有給休暇の付与の方法

全従業員に対して同ーの日に付与

班・グループ別に交替で付与

製造部門など、操業を止めて全従業員を休ませることのできる事業場などで活用

適した事業場、活用事例

注)就業規則や労使協定のモデルは、『年次有給休暇取得促進特設サイト』をと覧ください。

流通・サービス業など、定休日を増やすことが難しい企業、事業場などで活用

l・時間単位の年次有給休暇を活用しましょう。
年次有給休暇の付与は原則1日単位ですが、労使協定を結べば、年5日の範囲内で、時間単位での取得が可能となります。

(労使協定で定める事項)

①時間単位年休の対象労働者の範囲

対象となる労働者の範囲を定めてください。一部の者を対象外と
する場合には、「事業の正常な運営を妨げる場合Jに隈られます。

②時間単位年休の回数

1年5日以内の範囲で定めてください。

③時間単位年休1自分の時間数

1自分の年次有給休暇が何時間分の時間単位年休に相当するかを定めて
ください。 1時間に満たない端数がある場合は時間単位に切り上げてく
ださい。(例)所定労働時間が1日7時間 30分の場合は8時間となります。

④ 1時間以外の時聞を単位として与える場合の時間数

2時間単位など1日の所定労働時間数を上回らない整数の時間単位を
定めてください。

注)就業規則や労使協定のモデルは、「年次有給休暇取得促進特設サイト』をご覧くださいロ


